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１ 制度の目的 
 

この貸付制度は、高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し高等職業

訓練促進資金を貸付け、もってこれらの者の修業を容易にすることにより、資格取得を促進するとともに、自立に向けて意欲的に取り組むひと

り親家庭の親に対し、住宅支援資金を貸し付け、ひとり親家庭の親の自立の促進を図ることを目的としています。 

 
２ 貸付対象者 

 

山口県内に住民登録をし、実際に住んでいる者であることが前提となります。 

 

（１）入学準備金・就職準備金 

高等職業訓練促進給付金（以下「給付金」という。）の支給を受け養成機関において、就職に有利な資格（看護師、介護福祉士、美容師

等）を取得し、取得した資格を活かして、山口県内において業務に従事しようとする母子家庭の母または父子家庭の父が対象となります。 

平成３０年４月１日より、准看護師養成機関を修了する者が、引き続き、看護師の資格を取得するため、養成機関で修業する場合の取扱が

定められました。詳しくは巻末（14准看護師の養成機関修了後、看護師の養成機関へ進まれる予定の方へ）をご参照下さい。 

 

（２）住宅支援資金 

児童扶養手当の支給を受けている者であり、「母子・父子自立支援プログラム策定事業の実施について」（平成26年９月30日雇児発

0930第４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく母子・父子自立支援プログラムの策定を受けている者であって、当該プログ

ラムの目標に沿って、就職または、より高所得が見込まれる仕事に転職しようとする、母子家庭の母または父子家庭の父が対象となります。 

  

  

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金（貸付金）のご案内 



 

３ 貸付条件 
   
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金（以下「訓練促進資金」という。）には、入学準備金と就職準備金及び住宅支援資金があり、条件等は次

のとおりです。 

 

区   分 入学準備金 就職準備金 住宅支援資金 

貸付対象 養成機関に入学した者 養成機関を修了し資格を取得した者 
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け

ている者 

貸付金額 ５０万円以内 ２０万円以内 

家賃の実費(上限４万円)×１２か月以内 

・住居確保給付金と併用する場合は、減額され

る場合があります。 

対象経費 

養成機関への入学金、教科書代、制服代、

教材費など 

 一時的に必要な費用に限る 

※入学年度の概ね４月中に支払いが終わる

ものに限る。 

就職に伴い転居が必要なときの転居費用 

就職にあたり必要となる被服費、交通費など 

※就職年度の概ね４月中に支払いが終わる

ものに限る。 

家賃の実費 

・家賃、共益費、管理費 

※駐車場代は該当しません。 

貸付利息 
保証人あり → 無利息 

保証人なし → 年１％ 

保証人あり → 無利息 

保証人なし → 年１％ 
無利息 

保 証 人 

連帯保証人１名 

(申請者が未成年の場合は法定代理人であ

ること) 

連帯保証人１名 

(申請者が未成年の場合は法定代理人であ

ること) 

原則として連帯保証人は不要です 

(申請者が未成年の場合は法定代理人の同意

書が必要です。) 

※入学準備金及び就職準備金は、専門実践教育訓練給付金受給者は対象外です。 

 

４ 保証人 
   
入学準備金と就職準備金に関して、無利息の貸付けを受けるためには、連帯保証人が１名必要です。住宅支援資金は原則として連帯保証人を

必要としません。 

入学準備金と就職準備金に関して、申請者が未成年である場合には、申請者の法定代理人が連帯保証人となります。また、住宅支援資金の申

請者が未成年の場合は、法定代理人の同意書が必要です。 

 

 



 

５ 貸付の申請手続 
   
申請書は本会から郵送いたしますので、下記までご連絡下さい。 

必要書類 

入学準備金 就職準備金 住宅支援資金 

①ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付申請書（第１－１号様式） 

②給付金の交付を受けることが確認できるもの（給付金支給決定書の写し） 

③児童扶養手当を受給している世帯であることを証する書類（児童扶養手当証書

の写し等）または、同等の所得水準であることが分かる書類 

④貸付必要額等が確認できるもの（領収書の原本を提出して下さい。審査終了

後返却します。） 

⑤世帯全員の住民票（※続柄欄を省略しないもの） 

⑥本人確認書類（運転免許証等の顔写真が入ったもの） 

  

①ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付申請書（第１－

２号様式） 

②自立支援プログラム 

③児童扶養手当を受給している世帯であることを証する書

類（児童扶養手当証書の写し等）または、同等の所得水

準であることが分かる書類 

④入居している住宅の賃貸借契約書及び家賃の支払いを

証する書類 

⑤世帯全員の住民票（※続柄欄を省略しないもの） 

⑥本人確認書類（運転免許証等の顔写真が入ったもの） 

⑦養成機関在籍中の者は、養成機関の長が証明する在籍

証明書 

⑧就労中の者は、勤務先が確認出来る健康保険証等の書

類 

⑨住居確保給付金の支給対象者の場合は、住居確保給付

金支給決定通知書の写し 

⑦養成機関の長が証明する在籍証明  

書 

⑦養成機関の長が証明する修了証    

書（卒業証書等） 

⑧養成機関に係る資格を取得したこと

が確認できる書類（注１） 

⑨就職先が確認できるもの（採用（内

定）通知書の写し等） 

※連帯保証人を立てる場合 

①連帯保証人の住民票 

②連帯保証人の資力が確認出来るもの（所得証明等） 

（注１）各種資格の免許証の写しを送付して下さい。免許証の交付により取得した資格を活かして、山口県内において業務に従事することが可

能になります。（合格通知書は、合格の事実を伝える書類であり、「資格を取得したこと」には該当しません。） 

※必要に応じ、他の書類の提出や関係機関に照会する場合があります。 

 

６ 申込み時期等 
 

随時受付けますが、入学時期等多数の申し込みが見込まれるときは、申込期間を定めることがあります。 



 

７ 貸付の決定 

 
貸付が決定した申請者には、書面により結果をお知らせします。 

 ※予算の範囲内での貸付けとなります。貸付予定者数を上回る場合は、選考又は貸付額の減額により決定することがあります。 

  【参考】貸付予定者数(年間)… 入 学 準 備 金：４０人程度 

就 職 準 備 金： ５人程度 

住宅支援資金： ５人程度 

８ 交付申請の手続き 
   

貸付けの決定の通知を受けた者は、交付申請書（貸付規程第２号様式、印鑑証明書を添付）に借用書（貸付規程第３号様式、収入印紙を貼

付）及び口座振替申出書（貸付規程第４号様式）を添付して、本会が指定する日までに提出してください。 

 ※連帯保証人を立てる場合は、本人と連帯保証人が連署、押印（連帯保証人は、実印とし、印鑑証明書を添付）してください。 

※口座振替申出書の口座は、申請者本人の名義のものに限ります。 

※借用書の収入印紙は、申請者負担です。 

 

９ 貸付金の振込 

  

○入学準備金及び就職準備金の貸付金は、交付申請書等の全てが提出された後に、指定口座に全額を振り込みます。 

 ○住宅支援資金は分割交付（1か月毎）となります。交付申請書等の全てが提出された後に、指定口座に1か月分を振り込みます。２か月目

以降は毎月20日（20日が銀行休業日の場合は前営業日）に、１か月分を振り込みます。 

 

10 貸付けの取消し 
   
次のいずれかに該当するときは、貸付決定が取り消されることになります。（貸付金の償還事由に該当し、原則として償還が開始されます。） 

 ○養成機関を退学したとき 

○心身の故障のため養成機関で修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき 

○死亡したとき 

○訓練促進資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき 
※例…養成機関在籍中に婚姻により、ひとり親でなくなった場合。 



 

11 貸付金の償還免除 

 
（１）当然免除 

区 分 入学準備金・就職準備金 住宅支援資金 

免 除 要 件 

養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に就

職し、山口県内において、取得した資格が必要な業務に従事

し、５年間引き続き業務に従事したときは、貸付金の償還が全

額免除されます。 

※「５年間引き続き」とは同一企業や事業所である必要はあり

ません。 

※従事する業務は、常勤である必要はありませんが、１週間の

所定労働時間が20時間以上であることが条件です。 

現に就業していない者が住宅支援資金による貸付を受けた日か

ら１年以内に就職又は現に就業している者がプログラム策定時よ

り高い所得が見込まれる転職等をし、１年間引き続き業務に従事

したときは、貸付金の償還が全額免除されます。 

※「1年間引き続き」とは同一企業や事業所である必要はありま

せん。 

※従事する業務は、常勤である必要はありませんが、１週間の所

定労働時間が 20時間以上であることが条件です。 

この業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができ

なくなったときも貸付金の償還が全額免除されます。 

離職時等の扱い 

①一旦離職したが、再就職のために求職活動（※1）を行っている場合には、求職期間中も、継続して就業しているものとみなし

て、業務に従事した期間に算入します。ただし、求職期間を継続して就業しているものとみなすのは、最長１年間（住宅支援資金

は 6か月）とします。また、求職活動の具体的な方法、実績については、当会まで報告していただく必要がありますので、離職さ

れた際は、必ず連絡をお願いします。 

②災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により離職したが、その理由が止んだ後に再就職が見込まれる場合は、引き続き就業

を継続しているものとみなします。ただし、当該期間は業務従事期間には算入しません。（その他やむを得ない事由は、就業を継続

することが困難であると客観的に判断できる場合であることが必要です。） 

 （※1）求職活動とは 

○月１回以上求人への応募を行った場合  

○次のような就職の可能性を高める活動を原則月に２回以上行っている場合  

・ 公共職業安定所、許可・届出のある民間受給調整機関（民間職業紹介機関、労働者派遣機関等をいう。）が行う職業相談、職業紹介、就職

活動セミナー等職業講習の受講等  

・ 公的機関等（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構、地方自治体、求人情報提供会社、新聞社等）が行う求職活動に関する指

導、個別相談が可能な企業説明会等  

※ このため、単なる職業紹介機関への登録、知人への紹介依頼、公共職業安定所・新聞・インターネット等での求人情報の閲覧等をした

だけでは求職活動には該当しません。 

 



（２）裁量免除 

区 分 入学準備金・就職準備金 住宅支援資金 

免 除 要 件 

①死亡、又は障害により貸付けを受けた当該資金を償還することができなくなったとき 

②長期間所在不明となっている場合等、当該資金を償還させることが困難であると認められる場合であって、履行期限到来後に償還

を請求した最初の日から５年以上経過したとき 

③山口県内において、取得した資格が必要な業務に従事し

たが、やむを得ない事情により継続できず従事期間が 5 

年未満となった場合 

※借受人の責による事由により免職された場合や、特別な

事情がなく恣意的に退職した場合は免除の要件に該当し

ません。 

 ③現に就業していない者が住宅支援資金による貸付を受けた日から１年

以内に就職又は、現に就業している者がプログラム策定時より高い所

得が見込まれる転職等をしたが、やむを得ない事情により継続できず

従事期間が１年未満となった場合 

※借受人の責による事由により免職された場合や、特別な事情がなく恣意

的に退職した場合は免除の要件に該当しません。 

免 除 額 
①②の場合、償還額の全部又は一部 

③の場合、借入額×（業務に従事した月数／60） 
①②の場合、償還額の全部 

③の場合、借入額×（業務に従事した月数／12） 

注 意 事 項 
裁量免除に関しては、借受人の状況や連帯保証人の有無や、借受人死亡の場合は相続人の有無等により個別に判断を行うことになり

ます。全ての方が免除されるとは限りません。 

 

12 貸付金の償還 
    

区 分 入学準備金・就職準備金 住宅支援資金 

償還開始要件 

○訓練促進資金又は住宅支援資金もしくはその両方の貸付けの決定を取り消されたとき 

○業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき  
○養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から1年以内

に、山口県内において、取得した資格が必要な業務に従

事しなかったとき 

○山口県内において、取得した資格が必要な業務に従事し

なくなったとき 

○前述した業務に従事する意思がなくなったとき 

○現に就業していない者が住宅支援資金による貸付終了後から１年以内

に就職又は現に就業している者がプログラム策定時より高い所得が見込

まれる転職等をしなかったとき 

○前述した業務に従事する意思がなくなったとき 

償 還 期 間 償還期間は、償還事由が生じた日の属する月の翌月から起算して３年以内（重複貸付の場合は重複数×3年とします） 

償 還 方 法 
月賦または半年賦（一括償還や繰上げ償還も可能） 

本会口座への振込み（振込手数料は借受人負担） 

延 滞 利 子 償還完了すべき日の翌日から残元金に対して年 3% 



 

13 貸付金の償還猶予 

 
○貸付の決定を取り消された後も引き続き養成機関に在学しているとき。 

○養成機関を卒業後さらに他種の養成機関において修業しているとき。 

○災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき。 

○免除要件に該当する業務に従事している期間は猶予期間として取扱います。 

 

14 准看護師の養成機関修了後、看護師の養成機関へ進まれる予定の方へ 
 

高等職業訓練促進給付金の支給を受け、准看護師養成機関を修了する者が、引き続き、看護師の資格を取得するため、養成機関で修業する場

合の取扱は以下のとおりとなります。 

（1） 入学準備金は、准看護師養成機関入学時に貸付けをし、看護師養成機関入学においては改めて貸付けを行いません。 

（2） 就職準備金は、原則として准看護師養成機関修了時には貸付けを行わず、看護師養成機関を修了後、資格を取得した時点で貸付けを行

います。 

（3） 看護師の養成機関を修了後、取得した資格を活かして県内で就職し、５年間従事した場合は、貸付けた入学準備金及び就職準備金の償

還は免除します。 

  ※准看護師として働きながら、同時に看護師資格を目指して養成機関へ進学する場合、免除要件に該当していれば准看護師として働いた年

数も５年の従事期間に含むことができます。 

 

ご案内には概要を記載しておりますので、詳しくは下記までお問い合わせください。 

●問い合わせ・申請先 

 社会福祉法人 山口県社会福祉協議会 

        生活支援部 資金班 

〒７５３－００７２ 

         山口県山口市大手町９番６号 

         電話 ０８３－９２４－２８１３ 

 


